
2,093,290 919,939

656,061 788,861

33,238 362,361

523,361 77,341

463,374 253,182

37,868 12,487

308,751 1,993

69,480 182

9,046 7,430

△ 7,892 43,499

30,383

278,378

165,421

44,550 131,077

12,017 114,948

8,593 16,129

4,768

95,492

14,906 1,451,730

14,906 1,451,730

36,000

投資その他資産 98,051 1,415,730

26,031 9,000

71,950 1,406,730

70 750,000

656,730

2,371,669 2,371,669

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

貸 　借 　対 　照 　表

流 動 負 債

受 取 手 形

（単位：千円）

流 動 資 産

現 金 ・ 預 金

資　　産　　の　　部

株 主 資 本 計

科　　目 金　額 科　　目

そ の 他 未 払 消 費 税

仕 掛 品

未 払 加 工 費

支 払 手 形

未 払 費 用

預 り 金

（令和２年３月31日）

原 材 料

負 債 合 計

建 物 ・ 構 築 物

金　額

負　　債　　の　　部

買 掛 金

製 品

電 子 記 録 債 権

売 掛 金

未 払 法 人 税 等

建 物 付 属 設 備

賞 与 引 当 金

ソ フ ト ウ ェ ア

無 形 固 定 資 産

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

役員退職慰労引当金機 械 ・ 装 置

貸 倒 引 当 金 品質保証引当金

保 証 金 別 途 積 立 金

その他利益剰余金

資 本 金

資 産 合 計 負 債 ・ 純 資 産 合 計

投 資 有 価 証 券

繰 延 税 金 資 産

固 定 負 債

退職給付引当金

車 輌 ・ 運 搬 具

工具･器具･備品

利 益 剰 余 金

利 益 準 備 金

純 資 産 合 計

純　資　産　の　部

繰越利益剰余金

土 地



１．重要な会計方針に係る事項

（１）資産の評価基準および評価方法

　　①その他有価証券・・・・移動平均法による原価法

　　②棚卸資産の評価基準および評価方法

　　　・製　品・・・売価還元法（貸借対照表価格は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法に

　　　　　　　　　　より算定）

　　　・原材料・・・最終仕入原価法

　　　・仕掛品・・・個別法による原価法（貸借対照表価格は収益性の低下に基づく簿価切下げの

　　　　　　　　　　方法により算定）

（２）固定資産の減価償却の方法

　　①有形固定資産・・・・定率法によっております。ただし、平成10年４月１日以降取得の建物

　　　　　　　　　　　　　については、定額法によっております。

　　②無形固定資産

　　・自社利用のｿﾌﾄｳｴｱ・・社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。

（３）引当金の計上基準

　　①賞与引当金・・・・・・従業員（役員を含む）の賞与支給に備えるため、賞与支給見込額の

　　　　　　　　　　　　　　うち当該事業年度に負担すべき額を計上しております。

　　②退職給付引当金・・・・従業員の退職給付に備えるため、給与規程に基づく期末要支給額

　　　　　　　　　　　　　　(自己都合＝会社都合)を計上しております。

　　③役員退職慰労引当金・・役員の退職慰労金に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上

　　　　　　　　　　　　　　しております。

　　④品質保証引当金・・・・将来における製品のメンテンナンス費用の支出に備えるため、翌期

　　　　　　　　　　　　　　以降の費用見込額を計上しております。

２．株主資本等変動計算書の注記

　　　令和２年３月末日における発行済株式数　　　普通株式　720,000株

３．その他の注記

　　　消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

個別注記表


